
コロナ禍における定期巡回サービスと居住支援業務との連続性・親和性

今こそ必要な定期巡回・随時対応サービス

「将来性と居住支援とのシナジー」

11月30日（月）14：00～16：50

ベルサール高田馬場

一般社団法人24時間在宅ケア研究会 理事 津金澤 寛



2025年～2040年の人口変化



2025年までの課題
• 高齢者が急増する！！

①医療高依存の75歳以上急増

②地域包括ケアは在宅重視

③保険給付の重点化と効率化

④年金・医療・介護の見直し

⑤新たな財源＝消費税１０％

⑥自己負担、高介費、保険料増



2040年までの課題

• 介護の担い手が急減！！

①お元気高齢者の活躍推進

②外国人労働力

③健康寿命の増進

④ＡＩ，ＩＣＴ活用、働き方改革

⑤医療福祉サービス改革

⑥給付と負担の見直し



都道府県別人口の推移



介護業界の存続に向けて留意すべきこと

•介護事業所は昇給できない

•国が決める客単価は下がる

•国が決める定員はかわらない

•客単価×定員＝売上頭打ち＝
昇給困難



新しい経営モデルの構築

• 特養もDSもGHもサ高住も、

転売転用不可能

• もはや箱物はリスクでしかない

• 客単価を上げるには混合介護

• 定期巡回の周りに肉付けしていく
（在宅診療、DS、SS、福祉用具、住宅改修、配食、ランドリー、居住支援、家賃保証、
死後事務委任、家財整理）



現実的に将来を考えると

• 特養の設置コストは「1部屋1000万円」

• 100床特養なら軽く10億超える

• 高齢者減少地域で借金かえせますか？

• 生活援助45分約2000円で食事づくり

• 少子化による小中学校給食センターを再利用

• 500円の実費配食に切り替えたら？













ニーズはある、人材とサービスは不足



次の改正に向けた当会の要望

１、人材の有効活用に逆行するローカルルールの撤廃

２、事務作業負担軽減を阻害する指導の撤廃

３、夜間対応型訪問介護の必要性

４、夜間対応型訪問介護との基準の整合性

５、当研究会にてローカルルール撤廃に向けたQ&Aを取り纏め

厚労省へ提示する予定となっております。



次の改正にむけた主な論点

１、人員配置要件の明確化
（夜間のオペレーターの自宅待機）
（人員配置要件及び兼務要件の明確化）

２、夜間対応型訪問介護の基準の緩和
（夜間対応型訪問介護と定期巡回・随時対応型訪問
介護看護とのオペレーター兼務可能な職務の範囲）

３、夜間対応型訪問介護の報酬のあり方

４、夜間対応型訪問介護の離島や中山間地におけるサービ
スの充実



１、人員配置要件の明確化
①指定権者（市町村）間の人員配置要件のばらつきをなくすために、
利用者へのサービス提供に支障がないことを前提に、小規模多機能
型居宅介護を参考にして、以下について明確化してはどうか。 ①計
画作成責任者について、管理者との兼務可。②オペレーター及び随
時訪問サービスを行う訪問介護員は、必ずしも事業所内にいる必要
はないこと。 （オペレーター及び随時訪問サービスを行う訪問介護員
共通）
②夜間・早朝（18時～８時）に限ること。 （オペレーター）
③ ICT等の活用により、事業所外においても、利用者情報（具体的な
サービスの内容、利用者の心身の状況や家族の状況等）の確認が
できるとともに、適切なコール対応ができない場合に備えて、電話の
転送機能等を活用することにより、利用者からのコールに即時に対
応できる体制を構築し、コール内容に応じて、必要な対応を行うこと
ができること。 （随時訪問サービスを行う訪問介護員）
④利用者から連絡を受けた後、事業所から利用者宅へ訪問するの
と同程度の対応ができるなど、随時の訪問サービスに支障がない体
制が整備されていること。※夜間対応型訪問介護も同様にしてはど
うか。（この場合、計画作成責任者は面接相談員を指す。）



２、夜間対応の基準緩和

①オペレーターについて、ⅰ併設施設等（短期入
所、特定施設、特養、老健、介護医療院、介護療
養型医療施設、小規模多機能、グループホーム、
看護小規模多機能）の職員と兼務することⅱ随時
訪問サービスを行う訪問介護員等と兼務すること

②複数の事業所間で、随時の対応サービス（通報
を受け付け）を「集約化」すること

③地域の訪問介護事業所等に対し、事業を「一部
委託」すること



３、夜間対応型訪問介護の報酬のあり方

• 夜間対応型訪問介護事業所の経営実態を踏
まえた上で、出来高（訪問サービス）部分に重
点を置くなど、定額（オペレーションサービス）

と出来高（訪問サービス）の報酬にメリハリを
つけることを検討してはどうか。



４、夜間対応型訪問介護の離島や
中山間地におけるサービスの充実

• 夜間対応型訪問介護について、離島や中山
間地域等の要介護者に対する提供を促進す
るとともに、移動のコストを適切に評価する

観点からも、他の訪問系サービスと同様に、
①「特別地域加算」、②「中山間地域等にお

ける小規模事業所加算」、③「中山間地域等
に居住する者へのサービス提供加算」の対
象にすることを検討してはどうか。



定期巡回だけでは駄目

• 在宅診療・デイサービス、ショートステイ、福
祉用具、住宅改修・配食・ランドリーなどを自
社ケアマネで適切にマネージメントする、ニー
ズに合わせた大規模多機能モデルの構築

• 立ち行かなくなった他社のサ高住や訪問介
護を下請けに置く地域展開

• 施設に代わる居場所と死に場所を確保する
のには、居住支援と家賃保証

• 在宅生活を支えるなら最後まで責任を持つ、
死後事務委任契約と家財整理




